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地域ＩｏＴ実装推進タスクフォース（第６回）議事録 

 

１．日 時 

  平成３０年３月５日（月）１４：００－１５：３０ 

２．場 所 

  総務省７階省議室 

３．出席者 

 （１）構成員 

  須藤座長、谷川座長代理、安達構成員、小林構成員、園田構成員、鵜澤氏（田澤構成

員代理）、中邑構成員、米田構成員、三谷構成員、米良構成員、横尾構成員 

 （２）オブザーバー 

  髙田内閣官房IT総合戦略室企画官（向井内閣審議官代理） 

（３）総務省 

  坂井総務副大臣、小林総務大臣政務官、鈴木総務審議官、武田官房総括審議官（広報、

政策企画（主）担当）、吉田官房総括審議官（情報通信担当）今林国際戦略局長、吉岡

大臣官房審議官（情報流通行政局担当）、今川情報通信政策課長、犬童情報流通振興課

長、加藤地域通信振興課長、稲原地域情報政策室長、渋谷情報流通高度化推進室長、

田村情報活用支援室長、松田地方情報化推進室長、中川移動通信課課長補佐（渡辺総

合通信基盤局長代理） 

４．議 事 

 （１）開会 

（２）議事 

①「地域ＩｏＴ実装推進ロードマップ」のフォローアップ 

  ②ICT地域活性化サポートデスク（仮称）の設置 

  ③重点分野の新たな設定について 

  ④意見交換 

  ⑤その他 

 （３）閉会 

５．議事録 
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【谷川座長代理】  それでは、定刻になりましたので、これより地域ＩｏＴ実装推進タ

スクフォース、第６回目の会合を開催させていただきます。座長の須藤先生、少し遅れて

いるようですので、しばらくの間、座長代理の私のほうで司会進行させていただきます。 

 本日、田澤構成員の代理といたしまして、株式会社テレワークマネジメントの鵜澤様に

お越しいただいております。また、坂井総務副大臣と小林総務大臣政務官にご出席いただ

いております。 

 まず初めに、坂井総務副大臣よりご挨拶お願いいたします。 

【坂井副大臣】  皆様、どうもこんにちは。お疲れさまでございます。お忙しいところ、

全国各地からお集まりをいただきましたことを感謝申し上げたいと思います。 

 昨年５月の第５回のタスクフォースでのご議論を経まして、地域ＩｏＴ実装推進ロード

マップが改定されて以降、総務省ではその実現に向けてさまざまな取り組みを進めてまい

りました。その中身に関しましては、財政支援のための官民での手当、また総合的な通信

体制の本格展開、機運の醸成、雰囲気づくりなど、多岐にわたっているところでございま

すが、本日の第６回におきましては、これらの総務省の取り組みについてご報告させてい

ただくとともに、構成員の皆様方から、地域ＩｏＴのさらなる実装に向けた忌憚のないご

意見をお聞かせいただければと思っております。どうか本日もよろしくお願い申し上げま

す。 

【谷川座長代理】  ありがとうございました。 

 それでは、議事に入る前に、お手元に配付された資料のご確認をお願いいたします。本

日、資料６－１から６－５を使用しております。資料の漏れがありましたら、挙手をお願

いいたします。 

 それでは、早々議事を進めてまいりたいと思います。本日、まず地域ＩｏＴ実装推進ロ

ードマップのフォローアップを行いたいと思います。地域ＩｏＴ実装に向けた今年度及び

来年度の取り組みにつきまして、事務局から説明をお願いいたします。なお、ご質問につ

きましては、後ほどまとめて自由討議の際にお願いいたします。では、よろしくお願いい

たします。 

【松田室長】  事務局の地方情報化推進室長の松田でございます。どうぞよろしくお願

いいたします。 

 Ａ３で参考資料１として、地域ＩｏＴロードマップ（改定）の全体像というものがござ

います。こちらは昨年５月に本タスクフォースにおきましてご提示いただいたものでござ
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いまして、今回の趣旨は、このロードマップのフォローアップでございます。 

 まずは資料６－１をごらんください。これは各分野別モデル実装に向けた総務省の取り

組みについて、昨年５月以降の取り組みをまとめたものでございます。 

 まず１ページをおめくりいただきますと、全体の総括表がございます。教育からＩｏＴ

基盤まで、１０の分野にわたる総務省の取り組みについてご説明申し上げます。 

 ２ページ目をごらんください。まずは教育でございます。教育の中で、まず教育クラウ

ドプラットフォームでございますが、２０１７年度は、教職員が利用する校務系、児童・

生徒も利用する授業・学習系のシステム、これは現在、分断されておりますけれども、こ

れを安全かつ効果的・効率的な情報連携を行うためのスマートスクール・プラットフォー

ム、この標準化に向けた実証を、５つの地域で実施いたしました。さらに次世代のＩＣＴ

環境の整備に向けて、実証を５地域で開始しております。２０１８年度は、それらにつき

まして、それぞれ標準仕様の素案、ガイドラインの素案を作成することとしております。 

 ３ページをごらんください。プログラミング教育でございます。プログラミング教育に

ついては、２０１７年度は、小学校・中学校を対象に１９プロジェクト（３１道府県、６

１校）で実施し、特別支援学校・特別支援学級等を対象に１０のプロジェクト（１０都県、

２０校）での実証を実施いたしました。また、小・中学校を対象とした実証を行っていな

い１２県を中心に、２０の地方公共団体において出前講座を実施しました。２０１８年度

は、児童・生徒が学校の外で、多世代間の協力で学び合う仕組みを構築するため、地域Ｉ

ｏＴクラブを１０以上の地域で行うこととしております。 

 ４ページをごらんください。地域医療情報連携ネットワーク、いわゆるＥＨＲでござい

ます。２０１７年度は、多職種が双方向かつ標準準拠でつながるＥＨＲの整備を全国１６

地域で実施をいたしました。来年度は、厚生労働省が進める地域医療情報連携ネットワー

クの普及方策などを活用いたしまして、全国展開を実施してまいります。 

 ５ページをごらんください。パーソナル・ヘルス・レコード、いわゆるＰＨＲでござい

ますが、ＰＨＲを活用した具体的なサービスモデル、妊娠・出産・子育て支援、疾病・介

護予防、生活習慣病重症化予防及び医療・介護連携の研究事業を行いました。また、分野

横断的にＰＨＲを活用するための分散管理モデル、集中管理モデルの研究事業についても

行いました。これら３カ年の計画になっておりまして、来年度は３カ年の最終年度に当た

るため、普及展開可能なモデルとして取りまとめます。 

 ６ページをごらんください。テレワークでございます。テレワークについては、昨年初
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めて７月２４日をテレワーク・デイと定めまして、約９５０団体、６万３,０００人の参加

をいただいて、幅広い業種でテレワークを実施いたしました。また、ふるさとテレワーク

についても、全国に１１カ所の拠点を整備いたしました。来年度は、このテレワークの取

り組みをさらに進め、まちぐるみでのテレワークを導入する、まちごとテレワーク、さら

にはテレワーク・デイからテレワーク・デイズへと拡張を進めてまいります。 

 ７ページをごらんください。Ｌアラートでございます。Ｌアラートについては、山口県、

奈良県、鹿児島県、群馬県が新たにＬアラートへの情報発信を開始いたしました。また、

東京電力が停電発生状況を１０月から配信を開始しております。また、伝達者についても

６７２団体から７２７団体へと増え、ＬＩＮＥなど新たなメディアでの活用が進んでいま

す。さらにＬアラートに関する連絡会、研修、避難勧告などの情報に地図情報を付与する

ための実証等を行ってまいりました。２０１８年度末ごろの全国整備に向けて、来年度も

引き続き取り組みを進めてまいります。 

 ８ページ、Ｇ空間防災システムでございます。２０１７年度は、発災時の工程管理を可

能とする石巻市モデルを熊本県など３地域、平時と発災時の業務効率化を支援する人吉市

モデルを多久市など２地域に整備をしたところです。また、Ｇ空間の情報のビジネスセミ

ナーを２カ所で、アイデアコンテストを１ヶ所で開催したところでございます。来年度も

引き続き、実装と人材支援を進めてまいります。 

 ９ページ、農林水産業スマート農業・林業・漁業モデルでございます。２０１７年度は、

水田センサーを佐賀市など３地域、土壌センサーをいすみ市、マリンクラウドを奥尻町な

ど２地域に整備しております。さらに農林水産省と情報共有を実施しておりまして、農林

水産省予算を使いまして、イノシシなどを捕獲する鳥獣被害対策モデルを３００以上の地

域に展開をしたところでございます。来年度も関係省庁と連携しながら、さらに実装を進

めてまいります。 

 １０ページでございます。１０ページは、地域ビジネス活性化モデルです。２０１７年

度は、アパレルメーカーと縫製工場のマッチングプラットフォームを、熊本県など５１地

域に実装をしたところでございます。また、ＩＣＴ地域活性化大賞により、スマートフォ

ンアプリケーションで遊漁権の購入や、福井県内の河川情報の提供を行うフィッシュパス

を表彰したところでございます。 

 １１ページをごらんください。１１ページは、マイキープラットフォームでございます。

２０１７年度は、実証事業の趣旨に賛同する自治体により、マイキープラットフォーム運
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用協議会を８月３０日に設立いたしまして、１月３０日現在で２４８の団体にご参加をい

ただいております。また、マイキープラットフォーム、さらには自治体ポイント管理クラ

ウド等のシステムを、９月２５日より実証運用を開始しているところでございます。図書

館での活用、オンラインでの特産物の販売、商店街等での自治体ポイント利用に取り組む

地方公共団体は１０９団体となっているところでございます。来年度も、参加自治体の拡

充、システム機能強化などを実施してまいります。 

 １２ページ、観光クラウドでございます。観光客の検索履歴をビッグデータとして活用

して観光客に情報提供を行う観光クラウドシステムを、安中市に整備したところでござい

ます。 

 １３ページをごらんください。おもてなしクラウドでございます。おもてなしクラウド

については、交通系ＩＣカード、スマートフォン等を活用して、個人の属性に応じたサー

ビスの提供を可能とする共通クラウド基盤（ＩｏＴおもてなしクラウド）の機能の高度化、

ルールの整備を実施いたしました。広島県や会津若松市など５つの地域において、地方に

おけるＩｏＴおもてなしクラウドを活用したサービスの実証を実施しました。 

 １４ページをごらんください。多言語音声翻訳でございます。２０１７年度は、雑音の

抑圧技術などの研究開発ですとか、病院、鉄道、タクシーなど、実際の現場での性能評価

などを実施いたしました。認知度向上、さらなる地方への普及展開に向けて、４地域で新

たに地域を選定いたしまして、観光庁と連携した上で実証実験を実施いたしました。来年

度もさまざまな地域で実証等を行っていくこととしております。 

 １５ページ、オープンデータ利活用でございます。官民協働サービスの１つ目、オープ

ンデータ利活用でございますが、２０１７年度はオープンデータ伝道師を３５の地域に派

遣をいたしました。さらには地域ＩｏＴ官民ネットのＩｏＴデザインハブにおいても、オ

ープンデータをテーマとするワークショップを開催したところでございます。２０１８年

度につきましては、オープンデータ・テストベッドという、オープンデータに係る研修、

あるいは調整、仲介の機能を果たす、そういった環境を整備することとしております。 

 この下の２０２０年度達成すべき指標でございます。オープンデータに取り組む自治体

なんですけれども、昨年５月の段階では、この目標につきまして、オープンデータに取り

組む自治体を１,０００としていたところなんですけれども、その後、官民データ活用推進

基本計画が策定されまして、その中で目標が自治体１００％となったことを踏まえまして、

ここは修正をしているところでございます。 
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 １６ページをごらんください。ビッグデータ利活用でございます。２０１７年度は、２

地域で自治体の庁内のデータを活用する実証を行ったところでございます。また、１１の

地域で、いわゆるデータアカデミーとして、地方公共団体向けのデータ研修を行ったとこ

ろでございます。来年度は、これらの取り組みを自治体データ庁内活用ガイドとして取り

まとめ、全国へ展開していくこととしております。 

 １７ページをごらんください。シェアリングエコノミーでございます。２０１７年度は、

シェアリングエコノミー伝道師を、９つの地域に派遣をしました。また、さまざまな実証、

あるいは補助事業により、実証と実装を進めてまいりました。来年度、２０１８年度は新

たにシェアリングエコノミー活用推進事業を設け、地方公共団体のモデル的な取り組みを

支援してまいります。 

 １８ページをごらんください。データ利活用型スマートシティでございます。２０１７

年度は、６つの地域でスマートシティを構築し、来年度は５つ程度の地域でスマートシテ

ィを構築することとしております。 

 以下１９ページ以降は、ＩｏＴ基盤に係る地域ＩｏＴ人材の育成・活用、利活用ルール、

セキュリティ、さらにはテストベッド、Ｗｉ－Ｆｉ、５Ｇとございますが、そこに記載し

たとおりの実施した内容、そして今後の取り組み内容でございます。 

 引き続いてで恐縮でございます。資料６－２でございます。資料６－２は、地域ＩｏＴ

実装推進タスクフォース、本タスクフォースにおいていただきました提言を踏まえた取り

組みについて取りまとめたものでございます。 

 おめくりいただきますと、総括表がございます。この提言は主に２つの点、地域ＩｏＴ

実装への総合的な支援にしっかり取り組むようにということと、総合的な推進体制をしっ

かり構築して本格展開するようにと、こういった構成でございました。これに基づきまし

て、昨年５月以降の動きをご紹介申し上げます。 

 ２ページ、まずは２０１７年度でございます。 

 ３ページでございますけれども、財政支援として、地域ＩｏＴ実装推進事業を実施しま

した。 

 具体的には、４ページでございますが、水田センサー、マリンクラウド、防災の石巻市

モデル、人吉モデル等々、地域ＩｏＴのモデルにつきまして、１９の地域に実装を図りま

した。 

 ５ページをごらんください。５ページは、人的支援でございます。人的支援といたしま
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して、地域情報化アドバイザーの派遣を行いました。２０１７年度は、政府ＣＩＯが任命

しましたシェアリングエコノミー伝道師とオープンデータ伝道師も、本制度により派遣を

行うこととし、それぞれ派遣を行いました。 

 ６ページは、その実際の派遣団体数でございますが、今年度は２００を超える団体に対

しまして、地域情報化アドバイザーを派遣しまして、右にありますように、オープンデー

タに関する派遣が多くなっているところでございます。 

 ７ページをごらんください。７ページは、普及促進活動といたしまして、ＩＣＴ地域活

性化大賞をご紹介しております。２０１４年度から実施をしております。今年度で４年目

でございますけれども、８ページをごらんください。 

 今年度は、ＩＣＴ地域活性化大賞２０１７としまして、応募総数は１０２件、大賞は子

育てのシェアアプリを作成いたしました、株式会社ＡｓＭａｍａさんであります。そのほ

かそれぞれの地域の課題に即した取り組みが行われておりまして、これら１２件を表彰す

ることといたしまして、今週金曜日、表彰式を行うこととしております。 

 ９ページは、総務大臣省を受賞いたしました、子育てシェアアプリの概要でございます

が、このシェアアプリを通じまして、就職、転職できたというママが４４％、残業、休日

などの仕事時間を確保できたという方が３３％いらっしゃるということでございます。 

 １０ページをごらんください。普及促進活動といたしまして、地域ＩＣＴ／ＩｏＴ実装

推進セミナーを、全国１１カ所で実施をすることといたしました。結果、北陸が大雪のた

め中止になってしまいましたけれども、各総通局ごとに地域の方々を集め、ＩＣＴ／Ｉｏ

Ｔの実装を呼びかけてまいりました。 

 １１ページをごらんください。１１ページは、４７都道府県ごとに、合計１１１回の説

明会を実施してまいりました。来年度も引き続き行ってまいります。 

 １２ページをごらんください。１２ページは、２０１７年７月に設立いたしました、地

域ＩｏＴ官民ネットでございます。本タスクフォースのメンバーである横尾市長も、共同

代表になっていただきまして、現在参加自治体は１２０、企業は１８１となっているとこ

ろであります。 

 １３ページが、その具体的な参加団体の一覧でございます。 

 １４ページは、その活動でございますが、本官民ネットは、自治体と企業のマッチング

を行うＩｏＴデザインハブ、それから女性活躍を応援する、ＩｏＴデザインガールの２本

立てで実施をしておりまして、活動を進めているところでございます。 
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 １５ページをごらんください。１５ページは、各総合通信局のブロックごとに、地域Ｉ

ｏＴ推進の体制をつくっていただきまして、その構築の運用状況をまとめたものでござい

ます。 

 １６ページから、来年度、２０１８年度の取り組みでございます。 

 １７ページをごらんください。１７ページは、予算として、地域ＩｏＴ実装総合支援と

いう形で獲得いたしました予算についてご説明するものでございまして、そのうちの最初

でございますが、１８ページです。 

 まずは「地域ＩｏＴ実装のための計画策定・推進体制構築支援事業」。自治体がＩｏＴを

導入する際、その外部資金を獲得する段階から、計画策定の段階から支援を行う。そのた

めに必要な支援を行う予算でございます。 

 １９ページをごらんください。「地域ＩｏＴ実装推進事業」。これは昨年度、２０１７年

度に引き続いての実施でございますが、予算額を倍増したものでございます。 

 ２０ページをごらんください。「地域におけるＩｏＴ実装推進のための特別交付税措置」。

２０ページは、新たに設けたものでございますけれども、地方単独事業として実施するＩ

ｏＴの実装に要する経費について、新たに特別交付税措置を講じることとしたものでござ

います。国が補助によって実装したシステムと同様のシステムを、ほかの自治体でも導入

してみたいという自治体がございましたら、特別交付税による支援が受けられるものでご

ざいます。 

 ２１ページは人的支援ということで、自治体内でのデータの活用について支援をする仕

組みでございます。１つは自治体向けに、自治体がデータを庁内で活用する際に相談を受

けられる、そういった体制を整備すること。また、データ活用型公務員の育成を図ること

を目的としているところでございます。 

 ２２ページは、同じく人的支援といたしまして、オープンデータに係るオープンデータ・

テストベッドを整備しまして、研修、あるいは調整、仲介機能を発揮することとしており

ます。 

 ２３ページ、そのほか人的支援や普及活動支援、来年度の取り組みを記載させていただ

いておりますが、４月より、先進事例を紹介するＩＣＴ地域活性化事例１００選や活用可

能な支援策を発信する新たなウェブサイト、「ＩＣＴ地域活性化ポータル」を開設する予定

でございます。 

 引き続いて、資料６－３でございます。資料の６－３なんですけれども、今までご説明
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しました資料６－１と６－２は、地域ＩｏＴ実装に向けた総務省の取り組みを御紹介する

ものですが、ＫＰＩとの関係は定かではありません。ロードマップではＫＰＩを設けてお

りますけれども、そこで、ＫＰＩへの進捗はいかなるものかということを把握するために

実施するものでございます。 

 ①といたしまして、昨年度に引き続きまして１,７８８の都道府県・市区町村に対して、

２０１７年度末時点におけるＩＣＴ／ＩｏＴ活用の有無に関するアンケートを実施いたし

ます。さらに今回はこれに加えまして、分野別モデルを提供している事業者さんにもアン

ケートを行いまして、地域が総務省の支援を得ることなく分野別モデルを実装した、自律

的な実装ですね、こういったものの把握も行うこととしているところでございます。 

 最後でございますけれども、資料６－４でございます。今回、ＩｏＴ／ＩＣＴの地域実

装に向けて、全国各地に赴きまして、さまざまな普及啓発活動を行ってきたところでござ

います。また、官民データ活用推進基本法が施行されまして、地域におけるデータ活用の

機運も高まっている。これらを受けて、総務省内で一元的にＩＣＴ地域活性化の相談に応

じます、ＩＣＴ地域活性化サポートデスクを設置しようとするものでございます。このＩ

ＣＴ地域活性化サポートデスクは、総務省地域通信振興課内におきまして、総合通信局な

どと情報連携をしながら、例えば地域情報アドバイザーのご紹介、あるいは他省庁、ＩＴ

室、地方公共団体のご紹介、地域ＩｏＴ官民ネット、オープンデータ・テストベッドや、

自治体データ庁内活用相談会のご紹介等々を行っていくこととしております。 

 以上が、昨年５月のロードマップ策定時以来、我々が取り組んできたこと、それからこ

れから取り組んでいこうとすることのご説明です。以上でございます。 

【須藤座長】  ご説明ありがとうございます。 

 それでは、これより事務局報告を踏まえまして、皆様からご意見をお伺いしたいと思い

ます。 

 それから、申しわけありません、遅れてしまいました。今日、ＭＩＴから先生がいらっ

しゃって、ちょっと来年東京大学とＭＩＴで巨大なイベントを開催するため、私が窓口な

ものですから。これは今日の政策にも絡むんですけれども、ＩｏＴとＡＩと、それからフ

ューチャー・オブ・ザ・ワークス、仕事をどうするかということで、大規模なものすごい

密度の濃いものをやる。いずれまたアナウンスをさせていただきますけれども、かなりす

ごいことを考えております。 

 ちなみに、ＭＩＴはＩＢＭから昨年、ＡＩセンターに寄附がありました。その金額は、
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日本円で２７０億円です。それから、全然話は違うんですよね。同じ大学とは思えない。

よその組織です。それから、今日驚いたんですけれども、グーグルを退任したシュミット

が、ＭＩＴのファンド形成のマネージャーとして就任、巨大な金を世界中から集めている。

全然違うんです。だから、日本が今のままの体制で勝てるわけがないような雰囲気ですよ

ね。まあ、すごいことになっているということで、かなり心して我々もいろいろしなきゃ

いけないというふうに思いました。 

 それでは、資料６－５のほうの説明をお願いします。 

【加藤課長】  地域通信振興課長の加藤でございます。資料６－５をごらんいただきた

いと思います。重点分野の新たな設定についてというふうなタイトルの資料でございます。 

 １枚めくっていただきまして、今回、重点分野の新たな設定について提案させていただ

きたいというものでございます。具体的には、子育て分野の追加ということでございます。

子育て分野につきましては、昨年の５月までの議論の中でも複数、これを分野別の分野と

して設定できないかというふうなご意見をいただいておりました。ただ、なかなかモデル

というふうなものが十分整備できていないというようなことで送っていたものでございま

す。 

 上の四角のほうを見ていただきますと、子育て支援、我が国にとって喫緊の課題である

というふうなことで、ＩＣＴの活用による取り組みも期待されるというふうなことでござ

いますが、データ利活用の基盤が構築されてきたというか、整ってきたということで、今

後地域への広がりが見込まれると、そういう状況になってきたということが１つ。 

 ２つ目といたしまして、先ほど紹介申し上げましたが、子育て支援を提供するＡｓＭａ

ｍａ、これがＩＣＴ地域活性化大賞の大臣賞に選出されるというふうなことで、子育て支

援に関するＩＣＴを活用した取り組みの機運が高まってきたと。この２つの状況があると

いうふうなことでございまして、これらを踏まえまして、子育てに係る取り組み、ＩＣＴ

を通じた取り組みを一層強化するという趣旨で、新たに子育て分野を重点分野として位置

づけてはどうかというふうなものでございます。 

 分野のロードマップの概ねのイメージを下に掲げさせていただいておりまして、上のほ

う、データ利活用の基盤としてのＰＨＲ。これは医療・介護等で今、実施をしているもの

でございますが、こちらが子育てのほうにも活用できるというふうなことでございますの

で、この実施をさらに１８年度からは、こちらの展開というふうなことで考えております。

また、ＡｓＭａｍａに代表されるような子育て支援プラットフォーム優良事例の創出が進
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んでまいりましたので、今後、普及展開を図っていきたいというふうなことでございます

し、さらに内閣官房、内閣府等と連携して行っております、子育てワンストップサービス

の制度設計が整ってまいりまして、これを広げていく段階でございますので、こちらもロ

ードマップに加えてはどうかというふうなことでございます。 

 右側、オレンジの部分のＫＰＩでございますが、上のＰＨＲにつきましては、医療・介

護等のＫＰＩを勘案いたしまして、こちらのほうでは２０２０年の段階で実装主体２０、

利用者数３万という設定をさせていただいております。また、プラットフォームにつきま

しては、シェアリングエコノミーのほうで広がっている取り組みとお伺いいたしまして、

地域数３０地域というふうなことで設計させていただいております。 

 以下、２ページ、３ページにつきましては、子育て支援のＰＨＲのモデル。これは前橋

市の例でございますが、妊婦健診データ、乳幼児健診データ等のデータを活用して展開す

るモデルでございますし、また、３ページに子育てワンストップサービスの概要をつけさ

せていただいております。 

 以上につきまして、この設定の方向性につきまして、ご議論いただければと思います。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。このロードマップの全体像というのは極

めて重要ですし、ここにまとめていただいて、これまでリバイズしながらここまで進化さ

せていったということで、具体的に今日ご報告ありましたように、いろいろな取り組みを

資料６－１、６－２にもありますように行ってまいりましたということでございます。 

 それでは、委員の皆様からご質問、ご意見をいただきたいと思います。挙手の上、ご発

言いただきたいと思います。横尾構成員、お願いします。 

【横尾構成員】  ありがとうございます。佐賀県多久市の市長の横尾でございます。今

日は、副大臣、政務官もご同席で、まことにありがとうございます。 

 実は、今いただいた重点分野の新たな設定についてのところなんですけれども、１ペー

ジ、２ページ目、３ページ目とありますが、子育て支援というのは大変重要な課題で、我々

もそれぞれに自治体として取り組んでいるんですけれども、例えば厚労省の動きとか、先

進的な取り組みをしている一部の首長さんや研究者の方の情報から考えることの１つに、

たしかスウェーデンだったと思いますが、ネウボラといって、子育てに関して、あるいは

子供の養育に関して、教育の入り口に関しても、そこに行けば全てがわかると。そして、

サポートを受けられるというふうな仕組みができているわけですよね。例えば、それを目

指すとしたら、厚労省と総務省と別々ということではなくて、ぜひリンクしてやっていた
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だきたいし、子供の教育まで射程に入れるのであれば、文科省とも連携していただくと大

変すばらしいと思います。 

 ですから、これは１つの糸口で、ＰＨＲとか、いろいろなツールがあるわけですけれど

も、ぜひ子供を中心、真ん中に置いた上での子育て支援を、例えば２０歳までとか成人に

なるまでという射程を考えて、そこにトータルとしてＩＣＴ、ＡＩ、ＩｏＴを使って、５

年か１０年のスパンでこうやってやっていくんだというふうな戦略の上で、ぜひリードし

ていただきたいと思うのです。そのことをどこかがやっていくことによって、各省庁、関

係省庁が協力をしていただいたり、そして協力したことが１つのシステムとかソフトとか

アプリとかで出てくれば、各自治体は住民の皆さんにとっては、何々省の仕事をしている

自治体ではありませんで、トータルで暮らしや教育や福祉を支えているわけでございます

ので、ぜひそこに早く近づけるような、そんな議論がこれまでなかったのかなと思います。

１つお尋ねと、できれば今後、そういったアズ・ア・ホールですね、全体としての取り組

みをぜひ進めていただきたいという期待を込めて、発言をさせていただきました。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。事務局、お願いいたします。 

【吉岡審議官】  重点分野として子育てを入れるということは、かつてから我々は十分

問題意識を持ってきたわけでありますけれども、なかなかモデルとすべきものがなかった

ということで、今日まで来たわけでありますけれども、私もかつて厚生労働省で少子化対

策室長をやっていたということもございまして、いろいろ全国の子育て支援の関係者のお

話も、この間聞いてまいりました。そうしますと、我々が今進めております、資料６－５

の２ページのＰＨＲモデル、これをぜひ各地域で展開してもらいたいという声が非常に強

いということに、まず１つはたどり着いたわけであります。 

 もう少し具体的にご説明しますと、図の左側にありますように、それぞれの妊婦さんの

妊婦健診データとか乳幼児健診データ、予防接種データ、その他のさまざまなデータをＰ

ＨＲデータとして連結サーバに落としまして、そうしますと、ご本人はいつでも見られる。

そして、またこのデータを、右側にあります母子支援関係者、助産師さんとか保育士さん、

保健師さんも、そのデータを活用して母子の支援ができる。それから、さらにはこうした

データを研究機関に渡して、妊婦さんにとっての有益な情報が提供される。さらには一番

下にありますように、万が一のときに救急車で運ばれたときには、マイナンバーを用いた

上で、過去のさまざまなデータを活用しての適切な救急措置ができる、こうしたものでご

ざいます。これをぜひ全国的に、これから進めていきたいと考えているところであります。 
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 市長ご指摘いただきましたように、各省と十分連携してやらなければいけないと思って

いますので、早速この会議の後、厚労省の管理職とも話をすることにしておりまして、さ

らに２ページ目の前橋市のモデルの構築に当たりましては、文科省ともこれまで意見交換

をさせていただいております。学校健診のデータというものも、この中にぜひ入れ込めら

れないかということで、学校現場の難しい要素もあるわけですけれども、そうしたことも

協力いただきながらやっていきたいと思っておりますし、引き続き市長ご指摘の点もしっ

かり対応していきたいと思っております。 

【須藤座長】  よろしいですか。 

【横尾構成員】  実は、そのＰＨＲについて、私ども、ちょっと小さいなりに新たな取

り組みということでやっています。それは乳幼児健診で得る情報、母子健診でも得る情報

がありますし、学校に入ると、学校保健法に基づく健診データがありますし、社会人とか、

就職とか進学するとそこであるのですね。これが、年齢というか年代で縦割りになってし

まってブロックされてしまっていますので、これを一気通貫でつないで、本人の、個人の

非常に重要な健康の基礎情報として、ご本人も利活用できるように将来なったほうがいい

と思うのですね。例えば、若いときの不摂生が、今のこの病気のもとじゃないかなという

ご指摘も科学的にできると思うのですけれども、そういった意味でのＰＨＲの取り組みも、

試行的に私どもとか幾つかの自治体で始めていますので、ぜひそういったことも想定して、

今、お話があったようにしていただきたい。そのためには関連する法令がございまして、

ぜひそこをつないでいけるように、ぜひお力添えいただくと、より効果があるのではない

かなと思います。期待していますので、よろしくお願いします。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。この前橋市のモデル、私も現場でＮＰＯ

の方とか、前橋市長さんとか、当時かかわったものだし、それが現場でいろいろ、総務省

のご支援も得るようなこともできて、その後、地域振興策として非常に評判の高いものに

なっていますし、横展開で、氷見市とか、海南市とかいろいろなところが採用していただ

いている。そういう意味では、厚労省にもっと頑張っていただかなきゃいけないんですけ

れども、よくここまで総務省に頑張っていただいたという思いはあります。ただ、当初か

ら学校のデータもここに入れるということを目指していましたので、ぜひこれは実現して

いただければというふうに思います。今の横尾市長のお話も、ほんとうに重要になります

ので、よろしくお願いします。 

 ほか、いかがでしょうか。 
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【谷川座長代理】  参考資料のロードマップ全体を見たときに、これからというところ

も含めてなんですが、多分縦軸の項目で、ビジネス的にすごく大きくなりそうだというの

は観光のところだと思うんです。６,０００万人来るぞと言っていて。ただ、この６,００

０万人来るぞといったときに、観光というふうに単純に捉えるのか、インバウンドの人が

物を買って帰って、さらに海外でこういう商品が売れていくということを考えると、多分

地域ビジネスにストレートに影響があるのがその部分かなと。そういう意味では、地域ビ

ジネスと観光ってそれぞれ独立した項目になっているんですけれども、ほんとうはもっと

ビジネスとしてのインフラとして、この部分、ＩｏＴって使っていかないといけないし、

ところが地方だと、主体がないんですね。この辺は、もう少し１９年、２０年に向けてい

ろいろなことを枠組みとして、総務省だけではなくて経産省も含めて、いろいろ議論をし

ていっていただきたいなというふうにちょっと思います。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。谷川構成員のご発言で何かあれば。 

【横尾構成員】  主体がないという話が、あったようですけれども、例えば１つの都道

府県の中に、広域の自治体、エリアがあります。河川のエリア、あるいは医療圏とかあり

ます。そういった中では、連携した広域連合をつくっていますので、そこでは観光の情報

共有もしたりしていますし、さらには都道府県単位で観光連盟、観光協会がございまして、

そこでは情報を一手に集めて、ぜひウェブ上で発信しようとか、そういうことをしていま

す。ですから今ご指摘のあったように、今後大変利用者が何千万人単位で増えていくとこ

ろですので、ぜひいい形でシステムとかソフトをつくっていただいて、全国で汎用できる

ようにしていただくと、大変便利じゃないかと思います。 

 また一方では、スマートスピーカー等が出てきておりますので、文字を介さず音声で翻

訳というのがどんどん出てきていますので、そういったものもより便利に使えるようにな

れば、海外からのインバウンド旅行者の方や、あるいはガイドとかアシストする方も、よ

り便利になるのではないかなと期待しています。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。 

 多言語音声翻訳についても、今、横尾構成員からご紹介いただきましたけれども、金曜

日の日経一面トップで紹介されましたように、Ｖｏｉｃｅｔｒａを初めとして、ＮＩＣＴ、

それから総務省、かなり力を入れて、民間と連携して、３１言語の同時音声翻訳を行うと。

総務省のＡＩの研究テーマでも、これは技術系のプロジェクトですけれども、音声ベース

をプラットフォーム化して、今のＯＳのあり方から大きく変換をはかろうという、技術的



 -15- 

な研究及び実装の準備というのもされております。それは既にグーグルやアマゾンたちが

先に行っているわけですけれども、我々も日本の独自のコーパス収集とかを踏まえまして、

ボキャブラリーの収集なんかを含めて、アジアに強いような翻訳の領域をつくっていけれ

ばというふうに思います。ありがとうございます。 

 ほか、いかがでしょうか。では、鵜澤さん、お願いいたします。 

【鵜澤氏（田澤構成員代理）】  すみません、代理出席ですけれども、働く母として一言

発言させてください。 

 今、子育てのモデルのお話がありましたし、この参考資料１のほうに教育のほうも項目

として立っているんですが、やはり働く母からしますと、子育てと教育の間にある保育で

すね、そこがどうしても漏れているように見えてしまうのが気になります。いまだに保育

園、保活が手探りでマッチングがされている状況なんかもありまして、保活ですとか子供

を預けるといったことが、病児保育みたいなものも含めて、なかなか環境が整っていない

です。ぜひ教育クラウドプラットフォームじゃないですけど、保育のプラットフォームも

お考えいただけたらと思います。以上です。 

【須藤座長】  ありがとうございます。重要だろうと思いますし、おそらく政府全体で

も、そこら辺は今、力が入っているところかなと思います。ありがとうございます。 

 ほか、いかがでしょうか。 

【米田構成員】  先ほど観光という話があったんですが、私、この前まで観光クラウド

のほうをちょっと推進していたんですが、今、現在この観光というのは、どちらかという

とタクシー型観光クラウドというか、タクシー型の情報整備を使う観光だったんですけれ

ども、昨今インバウンドが伸びているので、その下のおもてなしクラウド、こちら、東京

大学さんと連携させてもらいまして、海外と着地側、日本側をつなぐような観光クラウド

モデルというのを、今検討を進めているところでございます。 

【須藤座長】  ありがとうございます。よろしくお願いいたします。 

 それから、教育について、私もちょっと一言申し上げたいんですけれども、今週たしか

文科省で、総務省、経産省、それから文科省の協働の支援している、未来の学びコンソー

シアムの会合がありますけれども、そこで非常に基礎的なプログラミング教育に力を入れ

てますけれども、もっと学びの仕方がどんどん変わってきていますので、反転学習とかア

クティブ・ラーニングとかというのもやらないといけないと思うんです。と同時に、プロ

グラミングもずっとこのコンソーシアムができてから言っているんですけれども、初期的
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なプラスチックモデルのようなロボットを動かすような単純なものじゃなくて、今の人工

知能とかＩｏＴを制御できるプログラミングってＰｙｔｈｏｎがほとんどなんですけれど

も、Ｐｙｔｈｏｎの初期教育というのは、小学校の５年ぐらいからできるはずなんです。

そういうことをやるべきじゃないかなと思います。既に中国、インドはやっています。日

本はこのままだと足踏み状態で、あっちの子供たちのほうがはるかに能力をつけていると

いうことがあります。 

 ちなみにＭＩＴのＭＯＯＣ、ｅｄＸというのは、私が東大側の窓口で責任者なんですけ

れども、現在、ｅｄＸというＭＯＯＣでＭＩＴの提供している講義で一番人気があるもの

の１つは、香港大学が提供しているＡＩをつくるためのＰｙｔｈｏｎのプログラミング教

育です。世界中から受講者があります。東京大学でもそのようなものをやって、もっと稼

げよと言われて、おまえらのは金にならないと怒られているんですけれども、なかなか学

内のコンセンサスができなくて、そういうインパクトの強いものはできないんですけれど

も、こういうことはやっぱりもう政府もやっていただかないと、ちょっと日本の人材はレ

ベルが低過ぎると思いますね。小学校からとにかく鍛え込んでいかないと、とても２０年

後は地獄が待っているぞという状況ですので、よろしくお願いいたします。 

 ほか、いかがでしょうか。 

【米良構成員】  報告をお伺いしていたら、半年間ぐらいでいろいろなことが進んでい

て、すごく驚いております。その中でなんですけれども、私たちはその後、皆さんとちょ

っとお話をして、地域ビジネスにおいての、参考資料３ですね、ここに書いてある、民間

活力を活用した地域ＩｏＴの実装事業への支援というところの、民間活力を活用した新た

なファンディング手法というところなんですけれども、私たちもクラウドファンディング

の事業をやっておりますので、地域の自治体さんと一緒に組んで、どういったことができ

るかということをやろうと思ったんですけれども、結構これで総務省さんが応援してくだ

さるプログラム自体が、たしか自治体の申請時期が１カ月とか以内に申請してくれとかた

しか言われまして、ちょっと具体的にとまってしまった理由を私もしっかり把握はしてい

ないんですけれども、いろいろ進めるというところで、そのスピードはすばらしいなと思

うんですけれども、多分自治体さんの年間の計画の中に落とし込むのにはなかなか難しい

スケジュールなんじゃないかなというふうに思いました。 

 たまたまやるというふうな、手を挙げるようなところが出てきたら、もしかしたら一、

二件できるかもしれないとは思うんですけれども、何かそれでほんとうにいいのかなと。
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ほんとうに地域のちゃんと民間の人たちからお金を集めるファンディングのスキームをし

っかり考えていくという意味では、ちょっとそのスケジュール感だとあまり合わなかった

んじゃないのかなというのが、ちょっと思ったところではありました。 

 あと、その関係で言うと、我々は結構、総務省さんと一緒にやっているわけじゃないん

ですが、ふるさと納税のほうのクラウドファンディングの活用はかなりこの１年で進んで

います。いろいろな自治体さんから、もともとふるさと納税というのは、どちらかという

と返礼品というところだったんですけれども、もう少し地域のストーリーを出してほしい

ということで、我々も一緒に取り組ませていただいているので、少し危機感を持ってしっ

かりと取り組めば、新たなお金の流れというのをしっかりつくっていける分野だと思うの

で、今後も何かの形でやらせていただきたいなと思います。 

 あと最後なんですけれども、私はＩＴのベンチャー企業をやっているので、ベンチャー

として取り組める、いろいろな新しい仕組みについてはよく話すんですが、やはりその中

で、シェアエコの部分というところはいろいろ話に出てきていて、ほんとうにシェアリン

グエコノミーが絶対に大切で必要な部分というのは、やはり地域だという話が出てくるん

ですが、なかなかその地域と、いわゆるＩＴ企業のスピード感みたいなところがフィット

しないのか、いろいろな問題がある中で、モデルケースとしてうまくつくっていけていな

い感じが、何ていうんですかね、結構抽象的な課題がいっぱい挙がってきているなという

のを、お話を聞いていて思っています。 

 ここの資料を拝見させていただいても、結構シェアリングエコノミー協会と一緒にやっ

ていきますみたいな感じで書いているところが多いなと思うんですけれども、具体的にど

ういうことをやっていって、その中でどういうハードルがあるのかというところは、ちょ

っと個人的に興味があるというところもあるんですが、もう少し具体的に知りたい。この

資料の中でも知れたら、それについてどういうふうに課題を解決していくかということを

考えていけるなというふうに思いました。以上です。 

【須藤座長】  ありがとうございます。手続のところは重要ですので、そこら辺を現実

的な、何ていいますかね、入りやすいモデル、やり方というのは、今後とも検討はあろう

と思います。よろしくお願いいたします。 

 ほか、いかがでしょうか。 

【中邑構成員】  ＩｏＴの実装により、情報が我々を幸せにするという反面、余りにも

一次データがあふれ過ぎて、それがかえってストレスになっていくという現状があると思
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うんです。特に子育てや教育の分野というのは、ここが非常に強く影響する分野だろうと

思っていまして、何もかもデータで心配になって眠れなくなるお母さんの相談というのを

よく受けるわけです。学校の先生、あるいは医療の分野でもそうなんですけれども、特定

のデータに引っ張られて、いわゆるトータルに判断できないというような部分、こういう

データが共有できるというのはいいことではあろうと思うんですが、それが全てのリテラ

シーのない人たちにそのまま直接出ていくという、こういうあたりはＡＩを活用しながら、

何かワンクッション置く必要があるであろうという。それをそのまま垂れ流していくと、

相当いろいろなところで問題が出てくるのではないかなというふうに感じるところで、そ

のあたりのところを少しご検討いただければというふうに思ったりすると。我々、検討し

なきゃいけないんですが、そういうことを検討していく必要があるだろうというふうに思

います。 

 それともう一つ、子供にとってＩｏＴの社会がどうなっていくかというところなんです

が、ここも少し何か予測をしておく必要があるだろうなというふうに思います。データが

こういっているからということで、全て数値偏重で何でも判断していく子供たちというこ

とが、すごく怖いような気がしているんですね。リアリティを持って、いわゆる社会環境

の変化を追えるような子供を育てるということと、ＩｏＴが実装されるということは、う

まくやらないと、これは大きなコンフリクトを引き起こすであろうと。あと、やっぱりゲ

ーム機の問題ですね。これは１つのいわゆる親は知らぬ間に、子供たちはどんどんどんど

んこれを自分たちの生活の中に実装していますけれども、海外では、ゲームアディクトと

いうのはすごく問題になっているんですが、何か日本ってあまりこの辺のところが問題に

なっていないんですが、実は非常に深刻な問題が一部で起こっているというところあたり

も、こういうタスクフォースを進めながらも、少し考えていく必要があるのかなと。これ

は感想なんですけれども、感じました。以上です。 

【須藤座長】  ありがとうございます。極めて重要だと思います。特に最後のところは

多くの親が悩んでいて、大学受験の前にいかにストップをかけるかというのが重要で。女

の子はかなり自分で自己判断できちんと管理できるんですけれども、思春期の男の子って

どうものめり込んでいってしまって、ほかのことができなくなるみたいな傾向は強いだろ

うと思います。そこら辺のアディクションというか、中毒状態になっていますので、何と

かしないとあまりよくない状態になっているなと思います。 

 ちなみに、先ほど先生おっしゃったことに絡んで、昨年フランス大使館主催で、人工知



 -19- 

能に関するシンポジウムが六本木であって、私も日本側のスピーカーとして出ていったん

ですけれども、そのときにポンピドゥーイノベーションセンター長の方、本もいっぱい書

かれている方ですけれども、彼が今、フランスとアメリカでデータの分析があって、日本

のデータはないと言っていましたけれども、過去５年間の間に、子供のＩＱが低下してい

ると言っていました。それからもう一つ、平均寿命が低下していると言っていました。 

 いろいろ原因をこれから、社会実験やＡＩとかＩｏＴの、フランスはポンピドゥーセン

ターがやるそうですけれども、そこでやっぱりデータはとらなきゃいけないんですけれど

も、マイナスのデータもしっかりとる必要があって。彼らの仮説として、このままだとス

マホとかが相当悪いことをしている可能性があると。動かなくなったから、刺激が少な過

ぎて、頭脳へ悪影響があるという。先ほどの先生のお話と関係するんですけれども、どう

も何かそういうものもあり得るので、そこら辺をどうコントロールしていくかということ

も考えないといけないだろうなと思います。以上です。 

 ほか、いかがでしょうか。 

【安達構成員】  １７つですか８つですか、地域ＩｏＴ、分野を絞るということで、非

常に好ましいことですが、今後、実証フェーズから徐々に実装フェーズに移っていくわけ

で、より一層具体的な効果が求められてくるのではないかと思います。やはり地域ＩｏＴ、

このプログラムの中で、地域全体のＩＣＴ、ＩｏＴ人材の育成、活用ということで、全体

を底上げ、これが一番大きなテーマだと思います。 

 一方で、座長からもいろいろと海外の事例を、先ほどから幾つか出されておりましたけ

れども、やはり欧米と比べて圧倒的に遅れていますね。ＡＩにしろＩｏＴにしろ。例えば、

ビッグデータの重要性が言われて数年たちますが、日本にはビッグデータはあるんですよ。

しかし、そのビッグデータをどう活用するという、それを活用できる人材が圧倒的に少な

いということです。実は欧米では、既にそれを人でやらずに、ビッグデータの分析、活用

もそのものをＡＩでやるというふうな方向に向かっております。したがいまして、このプ

ログラム全体の底上げと同時に、やはり地域の活性化につながるような、トップクラスの

人材のボリュームをつくってそれを波及させるような、そういう方法も、全体の底上げは

非常に時間がかかりますし、数が多いですから時間がかかると思います。一方では、そう

いうやり方もあるんじゃないかということで、ぜひ海外の技術を導入することも検討して

はと思います。または、海外のメンターなり、トレーナーなり、そういう方の協力を得て、

全体を底上げするためのスピードを上げていくということも、私は非常に必要ではないか
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なと感じました。 

 それともう一つ、新しいテーマということでは子育て分野の追加、これは非常にいいこ

とで、ＡｓＭａｍａのことを私も、よく知っていますが、非常にいいので、ぜひ広く展開

していただきたいと思います。先ほど構成員の方がおっしゃっておられましたけれども、

保育ですね、これは非常に重要です。保育園に入れないために母親が仕事に就けないとい

うことが一番大きな問題となっております。これを家庭内裁量労働制と私は勝手に言って

いるんですが、これは大きな問題になっています。したがいまして、ＩＣＴ、ＩｏＴを利

用して、それを効率化することもいいんですけれども、やはり働き方改革につながるよう

な、子育て、保育の分野を、うまくリードできるようなプログラムになれば、よりいいか

なというふうに私は思っています。以上です。 

【須藤座長】  ありがとうございます。ほか、いかがでしょうか。 

【小林構成員】  無線ＬＡＮビジネス推進連絡会の小林といいます。私、最初からこの

会議に出させていただいて、このロードマップの参考資料１の進捗具合の説明をいつもお

聞きしているんですけれども、私たちの会はＷｉ－Ｆｉをやっていますので、Ｗｉ－Ｆｉ

という切り口で、ここに書いてある産業分野がどう動いているかというのをちょっとお話

をさせていただきますと、私どもの会には、キャリアもいればメーカーさん、Ｗｉ－Ｆｉ

をいろいろなところに売っている方がいらっしゃいますので、そこの教育、医療、観光、

農林水産業とか、そういうところの方に対して、Ｗｉ－Ｆｉの売れ具合はどうですかとい

うことをお聞きしますと、ここ二、三年はかなりの率で毎年売り上げが伸びていると。 

 キャリアのオフロードというのは一段落しちゃったんですけれども、ここの新しい分野

のＷｉ－Ｆｉの需要というのは、確実に堅調に伸びていまして、２割、３割の率で教育、

医療を含めて、スマホとタブレットで教育をするとか、お医者さんと看護婦さんと患者さ

んのために病院全体にＷｉ－Ｆｉを入れるというようなことが、かなりの高い伸びで進ん

できていますので、この会の取り組みというのも、着実に実を上げているといいますか、

進んでいるのではないかという具合に、Ｗｉ－Ｆｉの売り上げとか需要という切り口で見

ると、間違いなく進んでいるのではないかと思います。 

 ただ、私のオフィスは秋葉原にあるんですけれども、秋葉原のヨドバシカメラに時間が

あってぶらぶらしたり、秋葉原の改札出て事務所まで数分かかるんですけれども、皆さん

ご案内のとおり、秋葉原を歩いていると、外国人の方が半分以上いらっしゃって、ちょっ

と前みたいに日本の観光客が増えたなというような感じの認識ではだめで、多くの外国人
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の方が、日本の生活の中に溶け込んでいるんだと思うんです。 

 ２週間前も私、プライベートなことで恐縮ですけれども、女房と知床とか網走に流氷を

見に行こうと行ったんですけれども、そこも中国から来られている方とかヨーロッパの方

が多くて、バスのガイドさんが、最近は七、八割方は中国、台湾の方で、日本人のほうが

少ないんですとガイドさんがおっしゃるんですね。見れば、確かにおっしゃるとおりなん

ですけれども。バスに乗ると、バスは日本人は日本人だけのバスで、ホテルもバイキング

に行くと、日本人は日本人だけで食事をしていて、外国の方は外国の方だけで食事をして

いますし、観光スポットに行って流氷船に乗っても滝を見に行っても、みんな外国人は外

国人だけで、日本人は日本人だけで固まって楽しんでいると。 

 それはどうしてだかよくわかりませんけれども、先ほどの多言語音声翻訳とかというの

がどんどんどんどん出てくるということでありますので、だけど私がいろいろなところへ

行っても、そういうのを隣で使っている方をまだ見たこともないし、やってみると言われ

たこともない。ただ、新聞とかインターネットを見れば、確かにデバイスの写真が出てい

て、こうするんだ、ああするんだということなんですけれども、まだ観光地へ行って、た

またま私がそういう体験する場にいなかったということだと思うんですけれども、何人の

方もおっしゃっていらっしゃるように、早くやらないと、いつの間にか２０２０年が来て

しまいますし、２０２１年になってやっと僕のところに番が回ってきても、遅いじゃない

かということになっちゃうので、やっぱり国と官民挙げて、ここの取り組みを早くスピー

ドアップしていかないと、せっかくの取り組みが目標に達しなくなっちゃうんじゃないか

ということで、ぜひこれからもよろしくお願いしたいと思います。以上です。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。最後のほうで触れていただきました、最

後ちょっとお話しさせていただきますと、ＮＩＣＴ、総務省がかなり力を入れて多言語音

声翻訳やっていまして、日英の翻訳能力について言うと、現在、グーグルのトランスレー

ターとＶｏｉｃｅｔｒａはほぼ互角の勝負で、若干一時負けましたけれども、予算をちょ

っと投入してサーバ、これはディープラーニングを使いますので、隠れ層という層を厚く

しないと精度が上がらないんですけれども、その投資を行うこともできましたので、若干

現在、グーグルを上回っており、日英翻訳について言うと、どういう場面で使うかで差は

あるんですけれども、平均的に見て、今、ボイストラのほうが上で、世界トップと言って

いいと思います。 

 何とかこれを普及させるには官民の連携が必要で、先ほど構成員おっしゃっていただい
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たように、地域で使っていただいて、ボキャブラリー、コーパスをかなり集めないと精度

が上がりませんので、その協力を、この地域ＩｏＴでやっていただいて、東京オリンピッ

クに臨めればというふうに考えています。この官民の連携の協議会の会長を私が仰せつか

っておりまして、そういう意味でも、自治体とかには言って歩いておりまして、島根県の

観光教育でも使っていただいているし、それから、ベンチャー企業でも、自分のところの

ソフトをＡＰＩを公開して相互接続をＮＩＣＴとやっていただいています。それから、私

は甲府市の情報化副委員長ですけれども、そこでも公共施設への翻訳は、今、甲府はベト

ナム人がすごく増えているんですけれども、Ｖｏｉｃｅｔｒａでやっていただいています。

これを２月の会議において、来年度も継続することを、副市長とミーティングして決定い

たしました。それから、東京都も使っていただいています。 

 それから、国土交通省の事務次官と昨年お話しする機会がありまして、Ｖｏｉｃｅｔｒ

ａについてご説明したところ、観光庁で使うということで、国交省と総務省はこの面でか

なり強い関係を強化していくと。港湾での船の出入り、貨物の検査等も外国語が必要にな

りますけれども、ここでも僕は使えるんじゃないかということは、国交省の政策統括官た

ちには申し上げて、そうですね、使えますね、確かにということは言っていただいていま

すので、そういうふうにいろいろなところで、また今後このＶｏｉｃｅｔｒａ、多言語音

声翻訳、総務省のほうで力を入れたものが使われる可能性は高いと思います。１月に首相

官邸サイドからの方針が出まして、この総務省が開発している多言語音声翻訳は、政府全

庁で使うということが正式に決定されております。 

 こういう形でいろいろなところで使われることになりますので、ぜひ民間でも、今、構

成員おっしゃっていただいたように、全国あまねく使っていただくと。これによって、ト

ップのレベルをもっともっと引き上げていければというふうに思います。ありがとうござ

います。 

 ほか、いかがでしょうか。 

【横尾構成員】  ちょっと違う分野なのですけれども、先ほどご説明いただいた資料の

中に、６－２でございまして、２０１８年度の地域におけるＩｏＴ実装推進のための特別

交付税措置というのがありました。国庫補助事業を活用して、それと連携して地方が単独

でやる場合には、そのことについてもサポートすると理解していいわけですよね。少し詳

しく教えていただければありがたいと思っています。皆さん、構成員と関係ないなら、後

で個別に私が聞くだけの話ですので、それでも結構です。 
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 それと、これと関連して思うのですが、実はこのメンバーに入らせていただいている関

係で、産業と地域づくりのワーキングチームにも入っていろいろお話を聞いています。大

変興味深いのは、そしてまた今後、非常にニーズが高いだろうなと感じているのが、地方

自治体がサービスする窓口業務や相談業務を、例えば今のボイストラ等を活用して、スマ

ートスピーカーとかいろいろなグッズがありますけれども、それとうまくリンクしていけ

ば、おうちでひとつひとつ市役所に電話して相談しなくても、ポイントポイントをどこど

こに聞けばわかりますよとか、そういうふうになっていくだけで、多分お互いの時間ロス

が非常に減るし、ストレスも減るし、スムーズな行政サポートもできるのではないかなと

思うのです。そういったところは総務省としてはお考えでないのか。ぜひあれば、我々自

治体としては非常に重要で、今後ニーズが高まっていく分野だと思っていますので、トラ

イアルしなきゃいけないと個人的に思っています。その辺について、もし何か情報があれ

ば教えてください。 

【須藤座長】  ただいま２件ご質問が出ましたけれども、お答えできるものをお答えい

ただければ。 

【加藤課長】  特別交付税の関係でございますが、先ほどの説明に補足して説明させて

いただきますと、国庫補助事業、この前のページになる部分でございますが、これを倍増

させましたが、なかなか全体の枠としては限度があるというか、４億というふうなことで

ございますので、手を挙げていただいても十分応えられない面もある。あるいは、その中

での審査ということで、ある程度先進性のあるモデルというふうなことで、交付というふ

うなことになるのが通常かと思います。それを補うといいますか、それとすみ分けして、

この特別交付税では国庫の例があると。それを単純にというか、なかなか先進的なさらに

プラス要素というふうなことではなく、地域的、面的に広げていきましょうというふうな、

そういうふうな事業につきましては、特別交付税の措置を充てていただけるというか、算

定上考慮していただけるというふうなことでございまして、基本的な対象は同じなんです

が、国庫のほうがちょっと先進性があるというか、それを受けての横展開を基本的に、こ

の交付税のほうで対応したいというふうなものでございます。 

【横尾構成員】  ありがとうございました。 

【須藤座長】  よろしいですか。あともう１点ありますか。 

【吉田審議官】  後半のほうでございますけれども、今、市長には、情通審のほうでの

未来予測の検討委員会のワーキンググループにご参加いただいているんですが、今、この
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情報通信審議会のほうでは、まず２０３０年から４０年の未来像というのを描いて、そこ

にどういうふうにつなげていくのかという観点からご議論をいただいておりまして、今、

若手のチームのつくった未来のイメージみたいなものを少しご提示をして議論していただ

いているんですけれども、その中にどこでも窓口みたいな形で、まさに市長おっしゃった

ように、わざわざ役所に出かけていって手続をしなくてもいいような世界というのも来る

んじゃないかというふうな未来像を示させていただいて、それにどうつないでいくのかと

いうふうなことで、なかなか一気にそこまでということは難しいかもしれませんが、例え

ば今、まさにこのＩＣＴを使いまして、マイナンバーカードのマイナポータルで、子育て

の関係でのワンストップの情報提供ですとか、またこれは従前からありますけれども、そ

ういうさまざまなｅ－Ｔａｘのような形でオンラインでというふうなことで。あるいは、

例えばコンビニでの住民票交付などということも進んできております。もっと理想的に言

うと、将来、そういう住民票を一旦紙で出さなくてもできるようになるというふうなこと

も進んでいくかもしれません。 

 今、市長ご指摘のような形で、一種のデジタルガバメント、行政部門の効率化、電子化

ということも、ＩＣＴ、ＩｏＴの力を通じて、より効率化して、国民の利便性を向上して

いくための非常に大きな分野であると思っていまして、ちょっと狙ったような方向に少し

ずつ近づけていきたいというふうに思っております。 

【横尾構成員】  よろしくお願いします。 

【須藤座長】  ありがとうございます。ほか、いかがでしょう。 

 事務局で、今までご意見をおっしゃった構成員の方々に対して、ここのところはちょっ

と説明しておいたほうがいいというようなものがあれば、事務局でおっしゃっていただい

て。 

【松田室長】  何人かの構成員の方から、保育が重要だというご指摘をいただきました。

保育については、まだまだＩｏＴを活用する余地の大きい分野であると思います。自治体

レベルでは、例えば保育に携わる公務員、地方自治体の職員の事務を減らそうということ

で、九州大学さんと、それからさいたま市さんが連携いたしまして、保育所の入所の選考

業務、これにＡＩを活用してみようという実証が始まっております。 

 さいたま市の場合だと、８,０００人を３００の保育施設に入れるという、そういう事務

があるわけですが、これ、従来人手ですと、延べ１,０００時間の作業がかかっていたんで

すが、ＡＩを入れたところ、作業が数秒で終わったということでありまして。つまり、Ａ
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という保育園、Ｂという保育園に兄弟２人を入れたいんだけど、別れるぐらいだったらＢ

でいいよと。Ａが第一志望だけどＢでいいよみたいな要望、これをＡＩでやると数秒で終

わったということであります。ですので、保育というのはほんとうにＡＩ、ＩｏＴ含め、

ＩＣＴの活用で、事務も効率化できる分野だと思います。 

 また保育に限らず、子育てという意味では、今回ＡｓＭａｍａさんが子育てシェアアプ

リということで、助けてほしいママさんと助けたいママさんをマッチングするアプリがで

きた。これをもって就職できる方々、女性が増えたということもございますので、こうい

ったことを支援していきたいと思います。 

 また、保育所の自治体への各種申請事務のＩＣＴ化につきましては、現在、経済産業省

のほうで、総務省もオブザーバーになっておりますけれども、検討会が進んでおりまして、

これらも含めて、我々のほうで引き続きフォローしてまいりたいと考えております。 

 それから、観光分野、それから地域ビジネスの分野については、関係するところが多い

というご指摘もございました。まさしくそのとおりと思っておりまして、我々としてはこ

の分野、観光、それから地域ビジネスのモデルで、ＩＣＴが有効に活用されたという事例

を広く集めたいと思っておりまして、そういう意味でも、毎年行っておりますＩＣＴ地域

活性化大賞などを通じて事例を収集したいと思いますが、今回、ＩＣＴ地域活性化サポー

トデスクというものを立ち上げます。これをもとに、恒常的に我々が地域の皆さんから生

の情報をいただける、そういった体制をつくっていきたいと思っておりますので、皆様方

にもいろいろとご支援をいただければと思います。 

【須藤座長】  どうもありがとうございます。 

【鵜澤氏（田澤構成員代理）】  今、補足のご説明をいただいてありがとうございました。

ちょっと安心しましたけれども。保育と、あと乳幼児保育ですとか、まだまだ連携してい

ただきたい情報はたくさんあると思いますので、ぜひ引き続きよろしくお願いしたいと思

います。 

【須藤座長】  ありがとうございます。いがかでしょうか。 

【吉岡審議官】  幾つかいただいていたご意見の中で、１つは米良さんのほうから、お

そらく身近なＩｏＴプロジェクトの申請の時期のことなのかなと思いましたけれども、こ

れは今までも予算や補正予算の都度、３回にわたって公募してやってまいりましたので、

そういう公募時期に関係なく、適宜ご相談いただければ、いいタイミングで申請できる形

になろうかと思います。次は来年度予算に盛り込んでおりますから、３月の末から４月の
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中旬にかけての公募になろうかと思います。そうしますと、あと二月ぐらいありますので、

できるだけ早目に事務的な相談にあずかっていただければと思っています。 

 それから、先ほど横尾市長からお話がありました、ＡＩを活用した市町村の窓口業務の

負担軽減。これは民間企業が１０ヶ所程度の自治体と、既に取り組みを始めているという

話も伺っています。そういう流れに乗っていただくというのもあると思いますし、それと

は別に、ＩｏＴを使ってちょっとこんなことをやってみたいということであれば、今申し

上げました身近なＩｏＴプロジェクトの対象として、我々も支援を検討することができる

のではないかなと思っています。 

 また、観光分野のお話がございました。来年度からいわゆる出国税というものも徴収を

され、それがＷｉ－Ｆｉはじめいろいろな観光目的に活用されるということですので、ぜ

ひＩＣＴを活用した取組にも利用できればと思っています。 

 それからまた、保育の話がございました。先ほど担当室長から、自治体職員の負担軽減

の話もありました。それから、国庫補助申請の様式を、ＩＣＴでもって簡単にするという

取り組みの検討を、経産省を中心としてやっております。なかなか保育の中身の部分の業

務負担の軽減のいい知恵が出てこないという部分がありまして、これは介護も同様であり

ますけれども、既に介護のほうにつきましては、我々の身近なＩｏＴプロジェクトの中で、

そういう業務負担の軽減のためのプロジェクトを始めておりますので、そうしたことも参

考にしながら、保育について具体的にどうできるか、さらに考えていきたいと思っている

ところであります。 

【須藤座長】  ありがとうございます。米良さん、何かよろしいですか。手続について。 

【米良構成員】  手続の申し込みですか。ありがとうございます。実際私のところで起

こったのは、こういったことがあるんだよというご案内を自治体さんのほうにさせていた

だいたんですけれども、なかなかいろいろ、それこそ手続をそんなに急ピッチで回せない

よとかということで、すぐに入るということはなかったんですが。 

 これは我々も今、いろいろな省庁さんのいろいろな予算をいただいて、いろいろな実験

を、それこそ地域活性化のためにやらせていただいたりしているんですけれども、どこに

どういうものがあるかというのはなかなか難しかったり、こちらから見て、例えば観光庁

さんが持っているものと総務省さんが持っているものと、大体一緒なんだけれども、どち

らを使ったほうがいいのかなとか、そういうようなものとかは結構あったりして、これは

使う側の難しい点だったりもするので、何かそういうところが、多分ずっと尽力されてい
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らっしゃると思うんです。そういうところがもう少し見やすくなって、ネット系の企業も、

スタートアップも、地域活性化だったり社会に対してインパクトのあることをやりたいと

いうことで、実験的な資金として、そういうふうに国と一緒にやりたいと思っているよう

なところってたくさんあると思うので、うまく助成金なんかを使って取り組みができれば

いいなと思うので、そこを見える化するところをどんどんやっていただけるとうれしいな

と思います。 

【須藤座長】  ありがとうございます。ほか、いかがでしょうか。 

 このロードマップで、スマートシティで都市問題の解決というところで、データ利活用

型スマートシティというのがあるんですけれども、１月に、ちょっと個人的にですけれど

も、ＪＲ東日本の冨田社長と、私と、伊藤元重先生、今、青山大学に東大から移られまし

た経済学者ですけれども、とかと一緒にちょっと食事しながら意見交換する機会があった

んですけれども、今、ＪＲ東はやっと経営がかなり安定してきているということで、従来

の鉄道業に加えて、近隣の都市計画に積極的に関与する。全て今までＪＲが持っていた敷

地の、いろいろな貨物なんかを置いておくところがあったんですが、あそこら辺を整備し

て、都市開発を地方で、秋田とか北海道――北海道は手が出せないですね。秋田とか長野

とか、それから大井なんかも東京だとやるとおっしゃっていましたけれども、そのときに

やはり行政と組んでまちづくりが必要。これは自治体、それから国交省、ＩｏＴをどんど

ん実装するとおっしゃって、おそらくＡＩも一部実装すると思いますけれども、そうなる

と総務省と組むとかということもあろうと思います。 

 それから、力を入れるとおっしゃっていたのは、やはり高齢化が進展するので、まちの

中心に自分たちが都市計画を持つ、沿線開発においてはＣＣＲＣを重視する。要するに、

高齢者のデイケアセンターとか、介護施設とか、地域包括ケアでいうと医者がいて、訪問

医療もできるし、収容もできる。そういうのをセンターにしながらやっていくと。ある意

味では、富山の森市長が進められたコンパクトシティをさらに高度なものに持っていきた

いと。まさにこれはスマートシティですので。そういうことは、ここの縦軸にあるいろい

ろなものを絡めて展開する、おもしろいことはできるだろうと思います。 

  横尾市長の立場で、そういう発想はどうですか。ＣＣＲＣなんかも。 

【横尾構成員】  ＣＣＲＣは、三菱総研の松田さんが提案されたりしていまして、関係

のところは調べたり、ディスカッションしています。幾つかの見方で意見が変わるなと思

っています。１つは可能性として、このままいくと首都圏は、何十年か、あまり遠くない
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将来に、ベッド数が足りなくなるのですね。例えば、医療でいいますと、１００年人生が

可能になってしまうと、もっとそうなりますけれども、今、もう外科医の皆さんの中では、

首都圏の外科医が足りなくなるのではないかという心配があります。例えば、私が診察に

行って、「あなた、がんです」と言われて、「手術、半年間いっぱいだから来年にしようか」

になってしまうと間に合わないのですね。そうすると、地方の適切な病院を探してもらっ

て、そこに行きたいというふうになるのが、かなり緊急の場合の動き方です。そうでなく

ても元気なうちにＣＣＲＣ的な発想で、コミュニティとして自然環境のいいところに行き

たいという意味で行くという方法もあります。 

 ですから、そういったトレンドというのは１つ可能性があるのですけれども、一方では

ローカルになり過ぎると、今度は医療アクセスの課題があったり、交通の利便性の課題が

あると、都会にいた方にとっては非常にストレスになっちゃうと思うのですね、利便性が

ないとか、あるいは不安があるとか。そこをどうミックスしていくかというのがポイント

なので、地方でコンパクトシティのときには、そこら辺のケアをちゃんとやりながらやっ

ていけば、人の移動もあるかなと思っています。 

 ひところＣＣＲＣという構想が出た数カ月後ぐらいですかね、どこかの新聞社か研究者

が分析されて、以下のまちがそれにふさわしいまちだと出たことがありますけれども、い

やいや、そんな余裕ないよという自治体も実はあります。ケアハウスに部屋があるわけで

もないとか、統計上はこうだろうけれども、そうはなかなかならないよとか、そこら辺の

インフラ整備をどうするかも一方ではしていかないと、マネジメントとしては課題がある

かなと思います。ただ、現場のローカルを見ていくと、１つの暮らし方としては、利便性

のあるコンパクトシティのコア部分に、ローカルの周辺の方々がショートステイでもいい

し、マンションステイ的なものでもいいのですけれども、便利なハウジングがあってそこ

に住むと。そして、必要な農地とか必要な仕事には通ってもいいとか、そういう議論も一

応あったりしていますので、いろんな方法の中からやっぱり考えていかなきゃいけないな

と感じています。 

【須藤座長】  ありがとうございます。今の議論と関係しますけれども、例えば現在は、

団塊の世代が全て高齢化して７０を過ぎると、軽井沢の別荘がかなり今、維持することは

困難で、メンテできないような別荘が多いんですよね。息子もそんなに稼ぎがよくないか

ら、相続もうまくいかない。７０過ぎるとＣＣＲＣ、要するに、地方は介護の施設もない

し、病院もない。そうすると、みんな都心に、東京に帰ってくるんですよね。そこが荒れ
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放題の地域になっていくということは、既に別荘地帯では起こっている。これは伊豆でも

起こっていますけれども、そこら辺はもう１回地域振興策を考え直さないと、今のままだ

とちょっとまずいかなと思います。と同時に、近隣のでかい国がありますけれども、そこ

の方々が大分お買いになっているようです。どことは言いませんけれどもね。ということ

で、国家安全保障も考える必要があるかなとは思います。 

【米良構成員】  すみません、今度ちょっと医療の話なんですけど。私ちょっと、ご存

じな方もいらっしゃるかもしれないんですけれども、このＩｏＴの会議がなかった半年間

で病気になって復活するという半年間を迎えておりまして。しかも相当重い病気にかかっ

ていましてね、調べていただければすぐわかるんですけれども。私、いわゆるすごい早期

に発見ができまして、すぐ治療にかかって６カ月間治療して治って戻ってきたという、今

はそのタイミングです。 

 ちょっと伝えたかったことは、私、医療のことは、基本的に自分が医療を受けた身なの

で、業界としては素人なので、この話が的を得てているかちょっとよくわからないんです

けれども、地域の話で言うと、私、自分が病気にかかったときに、いろいろ同じ病気にか

かっている方というのを、患者団体みたいな形で知り合いまして、話を聞いたんですけれ

ども、やはり地方にいる方のほうが発見が遅いんだなということを思いました。それこそ

ちょっと体調が悪いぐらいで、自分の近くの内科に行って、でもやっぱり全然先生たちの

頭の中にある病気というのは、そこまで専門の先生に当たる確率は相当多分低いと思うの

で。なので結局、よくわからないという形で帰されてしまって、私と同じ病気にかかって、

私と同じタイミングぐらいで、自分の中では体調不良だということがわかっていたにもか

かわらず２年半くらい放置していて、もう後戻りできませんでしたという話を聞きました。 

 私は都内に住んでいて、自分の実家も周りにすごく専門的な大学の医療機関が多かった

ですし、自分の人脈もそういう医療機関の方が多かったということもあったので、相当周

りの人のサポートですぐに発見できて、すぐに治療ができたというところが自分の、それ

こそここに休まずに戻ってこられた一番の理由だなと思っているんですけれども。そうい

うことを考えると、やっぱり地域に住んでいらっしゃる方に、ちょっと自分、おかしいか

もなといったときに、その仮説をもとにちゃんと診断ができるような状況を整えるために

は、ＩｏＴ、ＩＣＴを整えるしかやっぱりないというふうに思います。 

 都内の病院であったとしても、それこそ例えば画像で、ＡＩで最近いろいろという話が

あるんですが、私も患者として、専門医の方じゃないと、やっぱり全部の画像を頭の中に
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記憶しているわけじゃないので、これかもしれない、これかもしれないってあたりをつけ

られないんですよね。だったらほんとうにＡＩで、この腫れ方だったらとか、こういうふ

うな症状があるんだったらこれなんじゃないのということが診断されるほうが、多分よっ

ぽど確率が、病気の重かったときの重い症状を当てにいくのにはすごくそっちのほうがい

いんじゃないかなと思います。でも、そこには多分、やっぱり医療のいろいろな話ってな

かなか進まないという話をよく聞くなというふうにも思っているんですが、やっぱり地域

で人々が過ごしていくためにも、医療機関とのちゃんとアクセス。そのアクセスをするた

めにしっかりとＩＣＴとかテクノロジーをしっかり導入して、誰もが、どこで住んでいた

としても健康に生きていけるような、そこの選択を狭めないようなことをするためには、

こういった取り組みをかなり推進していただきたいなというのは、今回自分の経験で切実

に感じました。以上です。 

【須藤座長】  ありがとうございます。特に医療、今後ネットでの診断等認める方向で、

かなりの動きがありますので、そこら辺はもっと充実しないと、地方と東京の病院なんか

との差はかなりあるとよく言われております。私も病気したときに、東京に住んでいてよ

かったですね、地方だったらおそらくもっと手間取ったと思いますよというようなことを

言われたことがありますから、大分そこら辺は重要になると思います。どうぞ。 

【吉岡審議官】  今の件につきましては、お手元の資料６－１の進捗報告の４ページを

ごらんいただきたいと思いますが、私どもこのＥＨＲ、それぞれの地域の患者情報の共有

をするためのネットワークの高度化ということを進めてまいりました。今、さらに進めて

おりますのは、地域地域でできたそうしたネットワークを全国つないでいこうということ

で、２０２０年にはそういう全国保健医療ネットワークをつくるということが既に閣議決

定をされ、その実証事業を、総務省で行っているところであります。その事業の中で、画

像情報もお互いに共有できるようにしていこうじゃないかと。さらには、蓄積した画像を

もとにＡＩでもって診断システムをつくっていこうということもあわせて進めています。

もしこれがうまく完成すれば、一定の高度な医療が、地方と都会のドクター間で共有され、

意見を聞きながら、地方でも質の高い医療が受けられる、そういう仕組みができてくると

思っておりますので、厚労省ともよく相談をしながら、しっかりと進めていきます。 

【須藤座長】  ありがとうございます。重要だと思います。 

 それから、これは総務省の方とお話ししたことがあるんですけれども、ベッドにシート

型のセンサーで、体のいろいろな計測ができて、悪いところとかも寝ながら全部データ保
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存して分析ができるというのがあって、大阪大学の先生たちが結構強いんですけれども、

そことも総務省はいろいろ今後、協働で実証研究とかもなさるということをちらっと聞い

たんですけれども、そういうのはどんどんやっていただければ。もちろん東大にも生産技

術研究所という高度な研究機関がありますから、そういうところもおやりになっていると

思いますけれども、そういう新たなテクノロジーがいっぱい出てきていますので、ぜひそ

ういうデータを転送すると、アドバイスで遠隔で現場のお客さんにコンサルをやれるとい

うようなことはあると思います。これはちょっとこの病気を疑ったほうがいいと思います

よみたいなアドバイスができると思いますので。 

 ただ、遠隔でデータが不完全で診察行為をやって、誤診のときの責任が皆さん怖いとお

っしゃっていますので、コンサルであれば問題ない。現場があるまでも責任を持ってもら

いたいということだと思います。 

 ほか、いかがでしょうか。よろしいでしょうか。大分いろいろなご意見をいただきまし

た。基本的には、このロードマップで行っていることに、非常に全部よくやっているとい

うふうに思っていただいていると思います。その上で今日は、各構成員の皆様のアドバイ

ス、それからご意見をいただいたと思いますので、今日いただきましたご意見を踏まえて、

修正が必要なところはまたバージョンアップというところで新たに書き加えるというよう

なことをさせていただきたいと思いますし、実際の手続等、今後進めるときにも、今日い

ただいたご意見等も参考にしながら、この地域ＩｏＴ実装推進というのをやらせていただ

ければと思います。 

 なおその際には、事務局と検討いたしますので、事務局と須藤に、ちょっと今日いただ

いたご意見をまとめた上で、今後のことはご一任いただければというふうに思います。よ

ろしいでしょうか。どうもありがとうございます。 

 それでは、そういう形で、反映した結果については、後日皆様に事務局より報告をさせ

ていただきます。 

 最後に、坂井副大臣より一言お願いいたします。 

【坂井副大臣】  本日も、熱心なご議論と貴重なご意見、ほんとうにありがとうござい

ました。いろいろお話をお伺いしていると、もっと基本的なというか、研究に費用が足り

ないという話とか、人材が不足しているというお話でありますとか、いわばここのタスク

フォースだけではなくて、もう一つ前の事前の環境がまだまだ不十分だということもご指

摘をいただいたかと思っております。今日は鈴木総務審議官もおられますから、総務省挙
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げて、ほかの部署とも連携ししっかりやっていかなきゃいかんなと改めて思いました。 

 それともう一つ、この実装ということでありますが、実際に行っていく、実際に効果を

上げるためには、総務省だけでは不十分だということを、幾つもご指摘をいただきました。

厚労省をはじめといたしまして、文科省の話もありました。いろいろな役所と連携をとっ

てやっていかなきゃいかんということを改めて実感をいたしました。そのためには、やっ

ぱり総務省がある意味旗振り役をやって、コーディネートをしっかりやっていくというこ

とが必要であろうと思いました。単に計画をつくって、これでやっていきましょうだけで

はなくて、その計画がどのように実際に現場で動いているのか、そして実際に効果を上げ

ているのかといったところまで見ていかなければ、皆さんが期待をされるような効果には

つながっていかないのかなということを改めて感じたところでございます。いろんな側面、

やはり現実の話、現場の話、こういったものがなければ、我々も気づかないところがたく

さんありますので、引き続きこういった私どもの取り組みに対しまして、ご支援とご意見

をいただきながら、またご協力もいただければありがたいと、こう思っているところでご

ざいます。 

 本日は、どうもありがとうございました。 

【須藤座長】  ありがとうございます。 

 それでは、今、副大臣がおっしゃっていただきましたように、現場の知というのは極め

て重要ですので、今後とも構成員の皆様のご活動を踏まえながら、またアドバイス、それ

からご意見等をいただければと思います。 

 以上で、地域ＩｏＴ実装推進タスクフォースの第６回目の会合を終了させていただきま

す。本日は、ご多用のところご参集いただきましてほんとうにありがとうございます。こ

れにて閉会いたします。 

以上 

 


